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横浜市における高齢者施設の立地から見た 
災害リスクの研究 
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HOMES IN YOKOHAMA CITY 
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指導教員 森田喬 
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
As a background earthquake that occurred off the coast of Northeast last year and an increase in supply and 
demand of facilities for the elderly due to the rapid aging of the population of our country, the soft "GIS" map 
information from the perspective of Disaster risks rich of facilities for the elderly in Yokohama research was 
carried out using. 
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１． はじめに 
近年日本における人口に高齢化率は急速に進んでおり、
1935 年（昭和 10 年）には高齢化率が 4.7％と最低であっ
たものが,1950 - 1975 年には出生の率低下が始まり,それ
以降は,死亡率の改善も伴って高齢化率が急上昇した.先
進諸国の高齢化率を比較してみると.日本は 1980 年代ま
では下位,1990 年代にはほぼ中位であったが,2010 年（平
成 22 年）には 23.1％となり,さらに総務省は 2007 年（平
成 19 年）11 月 1 日の推計人口において,75 歳以上の総人
口に占める割合が 10％を超えたことを発表した.このよ
うに,日本の高齢化は,世界に例をみない速度で進行して
いる．その急激な高齢化に伴い,高齢者施設も増え続けて
いる. 
また,2011 年 3 月 11 日に太平洋三陸沖を震源として発
生した,東北地方太平洋沖地震の規模を示すマグニチュ
ードは 9.0 で,大正関東地震（1923 年）の約 45 倍,兵庫県
南部地震（1995 年）の約 1450 倍のエネルギーの地震で
あった.これは日本国内においては,先に述べた大正関東
地震の 7.9 や昭和三陸地震（1933 年）の 8.4 を上回る観
測史上最大であるとともに,世界でもスマトラ島沖地震
（2004 年）以来の規模で,1900 年以降でも 4 番目に大きな
巨大地震であった.この未曾有の大地震により日本全国
で自然災害に対する意識は地方自治体,企業,国民とあら
ゆる場所で高まりを見せている. 
そこで本研究では高齢者施設（入所施設）が急激な増
加傾向にある横浜市を対象地区として,高齢者施設と横
浜市における災害リスクとの重ね合わせを行い,現在ま
でに作られた高齢者施設が災害リスクに対してどの程度
の考慮がされているのかの評価を行うとともに,都市空
間における高齢者施設の今後立地の在り方を提案してい
くこととする.  
 
 
 
２． 研究方法 
研究方法は以下の手順で行う.まず, 横浜市健康福祉
局の HP から住所,運営主体,定員等の属性を持つデータ
を取得する. 高齢者施設の住所データをもとに「Google 
Maps API」を用いジオコーディングを行い,高齢者施設
の立地条件の分析を行う.次に,横浜市の災害リスクにつ
いても横浜市・神奈川県からデータを取得,shape ファイ
ルに変換し,位置情報を与え,この二つの要素を GIS（地
図 1 高齢者施設増加状況 
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図情報ソフト）上で重ねる.そして,高齢者施設と災害リ
スクとの重なりを見て災害リスクが該当しているか否か
高齢者施設危険度を評価し,ランク付けを行う.最後に高
齢者施設の適切な立地を検討するために、横浜市全体を
250m メッシュで区切り,災害リスクのあるところとそう
でないところの判定を行う. 
 
３． 対象地区 
（１）地形条件 
横浜市は,岩盤や図 3（日本の地形地盤デジタルマップ
2005）の様にローム台地・洪積地盤などの硬い地盤がほ
とんどだが,これらの地形は流水などによって削られて,
そこに谷地形が発達した.そして,縄文時代には海面下に
あった低地に,このとき削られた土が鶴見川・帷子川・大
岡川などの川により運び込まれ,沖積地盤が形成された.
沖積地盤は,ローム台地や洪積地盤に比べて軟らかい土
でできているため,地震の時には揺れやすくなる[1]. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）高齢者施設の立地分析 
横浜市の高齢者施設は図1の様に2000年から急に増加
していることがわかる.その理由として 2000 年 4 月から
始まった介護保険制度の導入があげられる.この制度に
よって地方自治体や社会福祉法人で限定されていた介護
サービス事業が民間企業の一般医営利法人にも参加が認
められることになり, 結果需要増加が大きいビジネスの
チャンスと把握した民間企業が介護サービス事業と高齢
者住宅事業に参加することになった.横浜市に 2000 年以
降社会福祉法人・医療法人が運営主体として作られた高
齢者施設の数は 265 か所,民間企業は 349 か所である. 
また,横浜市全域の高齢者施設の分布（図 3）をみると,
高齢者施設は西部の旭区や戸塚区に多く立地し,東部の
中区や鶴見区には高齢者施設が少ない.その理由として,
横浜市の特に中区を中心とした西部の地域は人口の集中
している既成市街地であり,新しく高齢者施設を作ると
いうようなことが難しい,そのため人口の集中していな
い東部の地域に多く立地すると考えられる.高齢者施設
の所在地と人口密度(2000 年小地域)とで重ね合わせを
行い、立地を分析してみると,民間企業が運営主体である
高齢者施設は社会福祉法人や医療法人が運営主体の高齢
者施設よりも人口密度の高い地域に立地していることが
分かった. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）災害リスク 
本研究では,地形条件による災害リスクを 4 つ,洪水・
滞水による浸水リスク,高潮・津波による浸水のリスク,
土砂災害によるリスク,液状化によるリスク,そして高齢
者施自体のリスクとして各高齢者施設の地震による倒壊
リスクの合計 5 つのリスクと設定し,分析を行った.洪
水・滞水による浸水・滞水リスクと高潮・津波リスクに
関しては横浜市消防局のハザードマップのデータ(2004
年)を,土砂災害リスクのデータに関しては神奈川県砂防
課のデータを(2010 年),液状化リスクと高齢者施設の地
震による倒壊リスクに関しては「日本の地形・地盤デジ
タルマップ」（2005 年）のデータを用いた. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 は横浜市の災害リスクを重ね合わせたものである.
洪水・滞水による浸水リスクは A 級と B 級（浸水の可能
 
図 4 横浜市の災害リスク 
図 3 横浜市の高齢者施設数と人口密度 
図 2 横浜市の地形地質 
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性）の浸水区域に分かれ,液状化リスクは可能性が大と小
に細分類した.洪水・滞水による浸水リスクについては,
主に北から鶴見川,帷子川,境川,大岡川を中心にし,浸水
のリスクが広がっている.高潮・津波リスクは横浜市の東
部の臨海部に,土砂災害リスクは横浜市の全域に広く分
布していて,この横浜市の急傾斜地が多く存在する特殊
な地形は,長年にわたる河川の浸食作用で出来たもので
ある[2].そして,その浸食作用で出来た沖積地盤は比較
的柔らかく液状化の可能性がある.災害リスクを全体的
に見た場合横浜市の東部に多く分布していることが分か
った. 
 
４．高齢者施設の危険度評価 
（１）高齢者施設の評価付け 
高齢者施設の危険度評価は属性を持たせた高齢者施設
のデータと横浜市の災害リスクのデータとを GIS 上で重
ね合わせることで行う,災害リスクの評価基準は以下の
とおりである.浸水(洪水・滞水)データに関しては A 級
浸水区域・B 級浸水区域で浸水の可能性を 2 段階に,液状
化のリスクについても可能性を 2 段階に設定した.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1 の評価基準により該当した災害リスクと高齢者施
設自体の倒壊危険度（高齢者施設の建築基準年,建物の構
造,と高齢者施設の地盤の揺れやすさを掛け合わせたも
の）を積算し,危険度を評価していくこととする. また,
本研究では各々の災害リスクに対し,同じ比重で評価す
ることとした. 
（２）高齢者施設のランキング付け 
(1)で示した,5 つの指標でもって積算した結果を総合
危険度とし,図 5 に示す.標高と高齢者施設の総合危険度
とを照らし合わせてみると,横浜市の西部を中心とした
標高の高い場所に建てられた高齢者施設は総合危険度が
低く,安全な場所に立地していて,標高の低い横浜市の東
部の高齢者施設は総合危険度が高く,災害リスクの高い
場所に立地している.また,横浜の河川沿いにも危険度の
高い高齢者施設は多く存在する.そのため横浜市の西部
には, 危険度の高い高齢者施設が境川沿いにも分布をし
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6は,GIS上で表した災害リスクの危険度が一番高い,
南区中村町にある高齢者施設である.高齢者施設の種類
はグループホームで木造建築物である.この高齢者施設
では土砂災害危険個所と B 級浸水区域,液状化の 3 つの
災害リスクに該当していた .また,地盤も軟らかく建物
の倒壊危険度も高い. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また,図 7 は同じく危険度の一番高い高齢者施設周り
の現地写真であるが,施設の西側に河川があり洪水によ
る浸水リスクが、東側には急傾斜地があり,がけ崩れのリ
スクが存在するという災害リスクの高い場所であること
がわかり,GIS との整合性も取れている.図 7 の高齢者施
設は運営主体が民間の企業である.この様に災害リスク
が重複して該当する高齢者施設は 23 箇所存在し,そのう
ち 18 箇所が民間企業の運営主体の高齢者施設である. 
図 6 ランキング１位の高齢者施設 
表 1 評価基準 
図 5 高齢者施設の総合危険度 
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（３）危険度評価の再分類 
危険度評価をしていくことで,横浜市にある高齢者施
設がどの程度災害リスクに対し考慮されているかを知る
ことが出来る.横浜市にある 756 施設の内訳は,複数の災
害リスクがある高齢者施設数は 23 か所,災害リスクが一
つだけ該当する高齢者施設数は 236 か所,災害リスクに
該当しない高齢者施設は 497 か所であった.(2)の総合危
険度を簡略化し,3 種類を基準に高齢者施設を再分類し
分析を行った.  
①複数の災害リスクのある施設：大いに危険性あり. 
②１つだけ災害リスクのある施設：危険性あり. 
③災害リスクに該当しない施設：危険性ほぼなし. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大いに危険性のある高齢者施設は横浜市の中区を中心
にした東部に多く存在していることが分かった.危険性
のある高齢者施設が河川部に多く存在するのは河川部浸
水リスクだけでなくその周辺が沖積地盤で構成されてお
り,地盤が軟弱であることが関係している.危険性がほぼ
ない高齢者施設は横浜市の西部に多く存在している傾向
にある.現在の横浜市は中区を中心として市街地が広が
り出来たものである,図 3 の人口密度を見ると横浜市の
西部の人口密度も低く,地価も安い傾向にある.その様な
場所に高齢者施設を設置したというのは自然な事である
が,その結果高齢者施設の立地は,災害リスクの低い場所
に立地しやすい傾向にあったといえる.また,横浜市全域
の高齢者施設は 756 個所のうち,259 個所とおよそ 3 分の
１の高齢者施設に何らかの災害リスクがあることがわか
った. 
 
５．横浜市全域の危険度評価 
今後の立地について横浜市全域を 250m メッシュで区
切り,マクロ的な視点から危険度を判定していく.250m
メッシュの中にとれだけ災害リスクが含まれていくかで
危険度を判定し高齢者施設の立地に適するか否かを判定
することが出来る.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9 は浸水リスク,高潮・津波による浸水のリスク,土
砂災害によるリスク,液状化によるリスクの 4 つの災害
リスクに関して 250ｍメッシュとの重なりを見たもので
ある.横浜市全域の250mメッシュと災害リスクとの重な
りが多い地域は横浜市の鶴見区,西区,中区の東部であり
いずれも区域の 90%を超える 250m メッシュに何らかの
災害リスクが該当している.災害リスクという観点から
見たときに高齢者施設の立地には適していない.反対に,
災害リスクの重なりが少ない地域は旭区,瀬谷区,青葉区
でありそれぞれ,区域の250mメッシュに災害リスクが含
まれている割合は 22%,45%,47%と半数以上は災害リス
クのない地域であり,これらの地域は高齢者施設の立地
に適しているといえる.また,災害リスクの重なりが多い
250ｍメッシュは横浜市の東部に多く存在している. 
しかしながら,利便性を重視し,高齢者を家族の近くに
入所させたいという場合も高齢者の増加に伴い,増える
はずである.その場合に災害リスクの比較的高い,中区,
西区の様な人口密度の高い地域に高齢者施設を設置せざ
図 8 高齢者施設の危険度 3 分類 
図 7 ランキング１位の現地写真 
図 9 横浜市全域の災害リスク 
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るを得ないこともある.人口密度の高い既成市街地で新
しく高齢者施設を作るのは困難であるが,既存の住宅を
社宅が高齢者施設としてリフォームし,開所する場合も
少なくない.そこで,既成市街地についても災害の種別に
よる分析を通した評価は不可欠である.そのために,より
詳細に,さらに横浜市に起こりうる自然災害の種別に危
険度を評価していく.まずは,横浜市に存在するリスクに
ついて各々の250mメッシュ内に含まれる面積を求め,そ
れらの面積を自然災害の種別で積算を行い,災害リスク
を求めていく. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 の左図は横浜における地震が起こった場合に生
じる災害リスクであるが,対象となる災害リスクを高
潮・津波による浸水リスク,液状化リスク,土砂災害リス
クとした.ほぼ全域に災害リスクがあることがわかるが,
災害のリスクが大きい場所は限られている.また,大雨
（洪水・滞水による浸水リスクと土砂災害リスク）による
災害リスクは鶴見川,帷子川,境川,大岡川の 4 つ主な河
川に沿って災害リスクが高くなるが局地的であることが
わかる.この 2 つを比べてみると,リスクの大きな場所が
異なることがわかる.したがって,災害リスクのある場所
ついては,それに応じた防災対策を高齢者施設自体に施
すことにより被害を最小限に抑えることが必要である. 
また,地震と大雨の 2 つの災害に言えることはやはり東
部の地区に災害リスクが固まっているという事実であ
る. 
 
６． 結論 
本研究では横浜市の高齢者施設のデータと災害リスク
のデータを GIS 上に重ね,自然災害のリスクという観点
から研究を行い,高齢者施設の危険度を評価し,以下に示
す結論を得ることが出来た. 
①高齢者施設の立地分析においては,運営主体が社会福
祉法人や医療法人と民間の企業とでは施設周辺の環境が
大きく異なり,民間企業が運営主体である施設の方が人
口密度の高い横浜市の東部に多く立地している傾向にあ
ることが分かった. 
②横浜市における災害リスクは,横浜市の地形の成りた
ちから始まる.横浜市の西部のローム台地,洪積台地等で
構成された比較的固い地盤が河川による浸食作用でそれ
まで海であった,現在の横浜市東部に土砂として流れ,谷
底低地や埋め立て地として地盤を築いている.そのため
地盤も新しく緩いもので,災害リスクも高まっているこ
とが明らかになった. 
③高齢者施設と災害リスクとを重ね合わせたことで,近
年の高齢者施設の立地について災害リスクという観点か
ら見たときに高齢者施設は横浜市の西部に,災害リスク
は東部に集中しているという傾向が得られ市街地の拡大
を追う形になり,図らずしも災害リスクの低い場所に作
られたという結果が得られた.しかしながら,高齢者施設
の増加に伴い災害リスクが高い立地に作られるのも事実
である.そのために,高齢者施設毎の危険度を把握し,間
近の高齢者施設や自治体とが連携を取り合えるようなシ
ステム作りの基礎的な資料として寄与出来ると考えられ
る. 
④横浜市の全域をメッシュで区切り,危険度評価をする
ことで今後の高齢者施設の適切な立地について提案が出
来た.また災害種別に危険度評価を行うことで,ある程度
の災害リスクがある地域に設置することをやむ得ない場
合にその災害の種類に合わせた対策を施すことで被害を
最小限に抑えることが出来る.そして高齢者施設だけの
適切な立地にはとどまらず,広くこれからのまちづくり
に貢献できるのではないか. 
 今後の課題として,災害リスクの高い高齢者施設は
増えていることが分かった.自然災害の意識が高まって
いる今を契機に,高齢者施設の立地について自然災害の
リスクを考慮した新しい基準を設けるべきである. 
また, 昨年の東北沖地震は未曾有の災害として知られ
ている.そのような災害が今後近いうちに起こりうる可
能性も十分にあり,災害リスクの少ない高齢者施設,場所
でも早急な防災対策は不可欠である. 
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